
              資料№１ 

 

平成１９年度当初予算（案） 

発 表 資 料 

 

 

資料 №１ 予算（案）の概要 要旨        

 

資料 №２ 予算（案）付属説明資料 
会計別予算額調     ・・・・・・・・・ P 1 

（一般会計）当初予算科目別調（歳入）・・・・・・・・ P 2 
（一般会計）当初予算市税比較表  ・・・・・・・・・P 3 

   （一般会計）当初予算科目別調（歳出）  ・・・・・・・P 4 
   （一般会計）当初予算歳出性質別調  ・・・・・・・・P 5 
   （一般会計）歳入財源構成比・歳出性質別経費構成比・・P 6 
        歳入・歳出内訳（円グラフ）    ・・・・P 7 
         主要事業一覧表   ・・・・・・・・・・P 8～19 
   （一般会計）主な投資的事業一覧表     ・・・・P 20・21 
         積立基金の残高（見込）額調  ・・・・・P 22 
         全会計地方債現在高の推移 ・・・・・・・P 23 
 
 
 
 



                       
 

  - 1 - 

平成 19年度 当初予算の概要（要 旨） 

Ⅰ．予算（案）の規模            （単位：千円） 

 
 

Ⅱ．【当初予算編成方針】 

≪国の情勢≫ 

国は、「三位一体の改革」の成果を踏まえ、①国庫補助負担金の廃止・縮小 ②税源移譲を

含めた税源配分の見直し ③新型交付税の導入を平成１９年度から実施すべく地方交付税法

の改正案の提出など、新年度より新たな地方分権改革に取り組もうとしている。 

また、「骨太方針２００６」に沿い、地方公共団体の予算編成の指針となる平成１９年度「地

方財政計画」の一般歳出では、対前年度比１．１％の減と、前年に引き続き地方歳出を厳し

く抑制する方針である。 

≪越前市の情勢≫ 

こうした状況の中、合併１年半を経過した越前市の財政状況については、市の財源を大き

く左右する法人市民税は、好調な企業業績により一定の増収を見込んでいるものの、国の交

付税等の改革も含め、一般財源の確保については依然厳しい状況にある。 

歳出面では、老人・児童福祉等の扶助費の増大、国営日野川かんがい排水事業負担金、公

債費、各特別会計への繰出しなど、義務的経費の構成割合が拡大傾向にある。 

その上、学校教育施設など公共施設の耐震診断結果を踏まえた耐震補強計画の策定と推進

が喫緊の課題であり、今後の財政運営は楽観できない状況にある。 

平成 19 年度 

当初予算額 

平成 18 年度 

当初予算額 

平成 18 年度

9月補正後 

予算額 

 

対 前 年 度

比 会     計 

Ａ Ｂ Ｃ 
(Ａ-Ｂ) 

／Ｂ 

(Ａ-Ｃ)

／Ｃ 

一般会計 27,180,000 27,398,000 28,616,500 △ 0.8 △ 5.0

特別会計 27,467,043 24,761,310 29,604,402 10.9 △ 7.2

企業会計 2,652,658 2,830,305 2,932,621 △ 6.3 △ 9.5

合 計 57,299,701 54,989,615 61,153,523 4.2 △ 6.3



                       
 

  - 2 - 

≪予算編成基本方針≫ 

 こうした非常に厳しい財政状況の中、平成１９年度予算編成にあたっては、本年 3 月の制

定を目指す越前市最初の「総合計画（案）」の推進、さらには行財政構造改革プログラムに掲

げる成果目標の確実な達成を図るべく、平成１８年度９月補正後の予算額の５％削減を目途

に、下記の５点の方針に基づき、既存の制度の徹底的な見直し、各種補助金の１０％削減、

市債の発行額と基金の繰入れ額の抑制、限られた財源の重点的・効果的な配分に努め、年間

必要額を見込んだ予算編成を行った。 

 

【１】重点政策の推進 

▽ 総合計画（案）のまちづくりの５本の柱の推進に向け、市民生活に直結した事務事

業の適切な選択と重点配分を行った。 

１）元気な産業づくり 

２） 元気な人づくり 

３） 快適で住みよいまちづくり 

４） 安全で安心なまちづくり 

５） 市民が主役のまちづくり 

         （主要事業一覧・・・資料№２ 予算付属説明資料Ｐ８～１９参照） 

▽ 総合計画（案）に基づく個別計画である産業活性化プラン、観光振興プラン（案）、

中心市街地活性化プラン（案）等を見据えた事業の推進を図った。 
 

【２】行財政構造改革プログラムの断行 

行財政構造改革プログラムの成果目標の推進を図り、健全財政の維持を目指した。 

▽ 平成 18 年度 9月補正後の予算額の５％削減を目途に編成 

▽ 市単独事業補助金の合理化 

    市単独事業補助金は、新たな 3 年間の終期（平成 21 年度）を設定するとともに、

補助金交付要綱を全面的に見直すことにより、運営補助から事業補助への転換、

補助金の統廃合、削減を行った結果、４，６１１万円の削減、削減率は１１．１％

となった。 

（⑱９７事業 ４億１，６６１万３千円→⑲８１事業 ３億７，０５０万３千円） 

   ▽ 経費の削減 

・ 職員数の削減 １８人の削減 （⑱７１６人 → ⑲６９８人） 

▲約１億４，７００万円（全会計にて） 

・ 特殊勤務手当等 職員手当ての見直し ▲１３，０５０千円 

            （⑱２３，０４９千円 → ⑲９，９９９千円） 
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     ・事務事業のスクラップアンﾄﾞビルド  ５４事業廃止、５２事業新設 

                     ▲１，３８６，５７０千円  

《廃止した事業》 

・市民憲章制定事業  ・合併１周年記念事業  ・新図書館建設事業 

・障害者計画策定事業 ・観光振興プラン策定事業 

・フラワー都市連絡協議会開催事業  など 

《新設した事業》 

・まちなか住宅団地整備補助事業  ・子どもの心支援対策事業 

・自主防災組織育成事業  ・交通体系調査事業 ・民間保育園子育て子育

ち支援事業  ・米粉利用推進事業  など 

                                               

▽ 受益者負担の見直し 

・税制改正等に伴う保育園負担金（保育料）徴収基準の見直し １，７００万円 

課税世帯の階層における幼稚園保育料（給食費含む）との格差を解消 

 

 

 

 

【３】通年型予算の編成 

 平成１８年９月補正後の予算額を基礎とし、歳入面では見込み得る財源の確保、歳出面

では年間必要額を見通した上での予算編成を行った。 

A、歳 入 

▽ 見込み得る財源の計上 

・前年度繰越金：１億円（⑱ １千円） 

・個人市民税：４１億４，８００万円（⑱３１億８，５７４万円） 

９億６，２２６万円 ３０．２％の増（税源移譲の影響含む） 

    

 

        

・ 法人市民税：企業業績が好調なことを反映し 

２１億３，１００万円を計上（⑱１８億６，３０６万円 ） 

２億６，７９４万円 １４．４％の増 

・ 地方交付税：地方財政計画における地方交付税の減額（▲４．４％）および新型

交付税による影響を見込み 

４３億３，２００万円を計上（⑱４６億３，３００万円）       

所得税から個人市民税の税源移譲見込み ７億８，０００万円 

  定率減税の全廃による増収見込み    1 億７，０００万円ほか 
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▲３億１００万円 ▲６．５％ 

          普通交付税  ３５億１，５００万円（⑱３７億４，４００万円） 

          特別交付税   ８億１，７００万円（⑱ ８億８，９００万円） 

▽ 三位一体改革による税源移譲に伴う影響額    ▲１０億４３６万５千円 

所得譲与税の廃止 ⑱６億７，２００万円→⑲ ０  皆減 

減税補てん債の廃止 ⑱１億３，２００万円→⑲ ０  皆減 

地方特例交付金の大幅な減額  ▲２億３６万５千円 ▲３３．０％ 

       ⑱２億６，４００万円 → ⑲１億７，７００万円  

（⑱決定額３億７，７３６万５千円）  

▽ 有料広告制度による広告料収入の計上   ２４９万円（新規は６９万円） 

市ホームページのバナー広告、市民バスサポーター広告、広報紙の広告料収入を

計上 

▽ 基金よりの繰入  

・ 財政調整基金繰入 ２億５，０００万円 

・ 減債基金繰入   １億円 

行革プログラムでの１９年度基金取崩計画  

財政調整基金 ３億６，６００万円 

         減債基金   ２億９，１００万円 

     《参考》H18 年度は 3月補正にて財政調整基金繰入を２億４，０００万円減額し、

５，０００万円の繰入に留める。 

（⑱当初 財政調整基金繰入２億９，０００万円→⑱年度末５，０００万円） 

 

       財政調整基金残高 Ｈ１８年度末見込 １４億２，９４５万円 

                Ｈ１９年度末見込 １１億８，０８８万円 

       減債基金残高   Ｈ１８度末見込   ２億９，２４３万円   

                Ｈ１９年度末見込  １億９，２７２万３千円 

 

 B、歳出 

▽ 越前市総合計画（案）のまちづくりの５本の柱の推進に向けて各事業を計上 

▽庁舎建設基金の積立 

  １億５，０８２万８千円を積立（基金利息８２万 8千円を含む） 

▽ 国営日野川かんがい排水事業日野川用水地区および工業用水道建設負担金、県営街路

事業負担金などの必要額を計上  
５億２，３８５万４千円（⑱当初６，９１４千円のみ、大半は９月補正に計上）  
国営日野川かんがい排水事業日野川用水地区 ２億６，２７２万５千円 
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日野川地区工業用水道建設負担金        ９，９７８万９千円 
県営街路事業負担金（戸谷片屋線）       ７，５６０万円 
県営土地改良事業負担金            ３，５７０万円 
県営公園整備事業負担金（丹南総合公園）    ２，０００万円ほか 

 
▽身体障害者、精神障害者、高齢者、児童福祉などの扶助費関係は、平成１８年９月補

正後の予算額を基に予算計上 
      ３４億９，２３３万５千円（⑱３３億６，８６２万６千円） 

・自立支援法関連（身体障害者・知的障害者・精神障害者・児童）６億３，８７３万８千円 

・児童手当                    ６億８，６００万円 

・児童扶養手当等                 ２億２，５００万円 

・民間保育園運営委託              １３億  ８００万円  

・公立保育園 保育児童一般生活費           ９，５００万円 

・重度心身者等医療費               ２億２，０８０万円 

・乳幼児医療費                  １億４，０００万円ほか 

 
▽庁舎、小中学校などの維持管理費用（光熱水費、燃料費、修繕料、通信運搬費など）

は、平成 18年 12月補正後の予算額を基に予算計上 
       庁舎、小中学校、幼稚園 ２億１，９９５万４千円(⑱２億１０８万３千円) 
         
 
【４】パブリックコメント制度の活用 

   １４事業を実施。  ２事業について４件の意見 
・米粉使用推進事業       ２件 

・地産地消供給体制モデル事業  ２件 

        いずれも積極的な推進の要望意見 

 
        
【５】地場産品等の活用 

・北新庄小学校校舎に越前瓦を使用  1,159㎡  約７，０３９千円 
                       （教育委員会庶務課） 
・米粉パン推進事業負担金           １９３千円（農政課） 
・地産地消供給体制モデル事業         ４００千円（農政課） 
・越前和紙の活用  

小中学校卒業証書            ５０５千円（庶務課） 
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北新庄小学校校長室壁仕上げに越前和紙クロスを使用  １７３千円 
越前和紙を使った封筒の作成       ８０千円（商工政策課） 
上記のほか各種冊子、計画書作成等に越前和紙を積極活用 
 

 【６】その他特記事項 

   ・合併市町村国庫補助金予定額を、平成１８年３月補正に計上し、繰越明許費の議決

後に実施する 
     

 合併市町村国庫補助金を充当する事業費 
○ 情報教育設備整備事業（小中学校の校内 LAN整備） １００，０００千円 
○ 地理情報活用環境整備委託料（都市計画基本図の作成含む） 
                          １３４，０００千円 
○ 市民バス運行事業（市街地循環ルートに低床バスを購入）２０，０００千円 
○ 地籍図デジタル化事業                 ５，８３０千円 

以上 
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Ⅲ．主要施策 
越前市総合計画（案）のまちづくりの５本の柱を推進       （注）単位は千円 
          ※事業概要は予算（案）付属説明資料№２ 主要事業一覧を参照 
 

１）元気な産業づくり 

▽ 商工業の振興 ・・・ 産業活性化プランに基づく事業の計上 
・ 企業立地促進補助金   ８７，６２９千円 
・ 中小零細企業・商業者等への支援 
【新】産業人材育成支援事業           １，０００千円 
【新】地域資源活用販路拡大支援事業         ５００千円 
【新】中小企業信用保証料補給金           ８８０千円    

▽ 観光の振興 ・・・ 観光振興プラン（案）に基づく事業の計上 
・【新】企業連携情報発信事業                 ４００千円 
・【新】観光客増加促進事業              １，２００千円 
・【新】誘導サイン整備事業   １，０００千円（⑱３月補正でも１，０００千円） 
・【新】和紙の里３館特別展開催            ４，５００千円 
・ 観光情報発信事業（ポスター、パンフレット製作）  １，１５２千円 

▽ 農林業の振興 
・【新】環境調和型農業推進事業             ４，２０５千円 
・水田農業構造改革推進事業             ３９，８５７千円 
・【新】地産地消供給体制モデル事業             ４００千円 
・食育推進事業（食育フェア、食育全国大会負担金含む） 
                           ２，３４３千円 
・【新】米粉利用推進事業                  １９３千円 
・【新】農地・水・環境保全向上対策事業        ３１，１４０千円 

    ・民有林造林支援事業                ２９，２００千円 
   ・絆の森整備事業（再開）               ４，５５０千円 
   ・【新】農業集落排水建設事業（国兼・大塩地区）    ５１，５００千円 
 ▽ こしの都１５００年プロジェクト助成事業      
         市民主催事業への助成           ４，０００千円 
         実行委員会事業への助成         ２０，０００千円 
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２） 元気な人づくり 

▽ 教育環境の整備 
・ 北新庄小学校校舎改築事業          ５８０，０００千円 

（H１８～１９年度 継続事業 総事業費１，０６０，０００千円） 
   ・ 南中山小学校校舎改築事業          ２９６，７６５千円 
        （H１９～２０年度 継続事業 総事業費８８０，０００千円） 
   ・【新】小学校教育用コンピュータ整備事業      ７０，０００千円 
         （１７校で全台更新 ９月より稼動予定 H１９～２４の５年間リース） 

小中学校の校内 LAN 整備は合併市町村国庫補助金を充当し、平成１８年３月
補正予算にて計上 

   ・【新】北新庄小学校ナイター照明設備設置      ４，８００千円 
   ・【新】放課後子ども教室推進事業業         ７，７５３千円 
   ・【新】子どもの心支援対策事業              １１５千円 
   ・【新】いじめ問題対策学校支援事業           ８６０千円 
  ▽ 障害者・高齢者・介護・児童福祉・健康づくり 
   ・自立支援法関連事業             ７０７，６３６千円 
   ・重度心身者等医療費助成事業         ２２６，７５５千円 
   ・【新】地域密着型介護施設整備事業        ２０，０００千円 
   ・【新】太子園改築補助事業            １１，２５０千円 
   ・【新】なかよし保育園での土曜保育の充実      ２，６２７千円 
   ・【新】児童館・児童センター開館時間の拡大     ８，０５７千円 
   ・【新】民間保育園子育て・子育ち支援事業     １１，０００千円 
   ・【新】公共施設へ AEDの本格配備 ２５台（H２１までに６４施設に配備） 
                            １，５４４千円 
   ・【新】少子化対策 妊婦一般健康診査委託（無料健診３回から５回へ拡充） 

９，２８０千円 
  ▽ 「日本まんなか共和国」事業の開催 （福井県主催） 
 

 ３）快適で住みよいまちづくり 

▽都市計画 
 ・都市計画マスタープラン策定事業（緑の基本計画策定も含む）４，４９６千円 
 ・【新】都市・地域再生整備計画作成事業      ６，８５９千円 
 ・【新】公有地等購入促進事業           １，０００千円 
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▽中心市街地活性化プラン（案）に基づく定住化促進事業 
・【新】まちなか住宅団地整備費補助事業      ５，０００千円 
・【新】民間優良共同住宅整備促進事業      ２０，０００千円 
・【新】まちなか住宅用地購入促進事業       １，０００千円 
・【新】パークアンドライドの推進 駅東駐車場（時間貸）の整備 
                        １１，２７０千円 

  ▽環境の保全 
   ・【新】第 9回両生類自然史フォーラム開催ほか      ４４０千円 
   ・環境基本計画推進事業               ３，４５５千円            

  ▽都市基盤の整備 
   ・地方特定道路整備事業（街路）         １４５，０００千円 
   ・地方特定道路整備事業（道路）         １７５，０００千円 
   ・道路整備・改良事業              ２２３，５４７千円 
   ・県営街路（戸谷片屋線）整備事業負担金      ７５，６００千円 
   ・県営公園整備（丹南総合公園）事業負担金     ２０，０００千円 
   ・【新】道路無雪化計画策定              ３，０００千円 
  ▽公共交通 
   ・【新】交通体系調査事業                 ５７２千円  
   ・【新】市民バス本格運行（福祉バス運行も含む）   ５４，０５０千円    
  ▽上・下水道事業 
   ・公共下水道管渠築造事業          ２，１０６，０００千円 
   ・公共下水道浄化センター築造事業        ８８８，９９４千円 
   ・特定環境保全公共下水道管渠築造事業      ２５２，０００千円 
   ・【新】水道メーター開閉栓業務委託          ７，５００千円 
    

４）安全で安心なまちづくり 

▽防災対策 
・【新】自主防災組織育成補助事業           ６，０００千円 
・地域防災対策事業（災害情報等共有化システム整備等） ５，９００千円 
・【新】防災行政無線調査（今立地区電波伝播調査）   １，０００千円 
・【新】学校教育施設等耐震補強計画          ６，０００千円 
・社会教育施設耐震診断（地区公民館、もくせい会館、武道館など） 
                        １４，２６１千円 

  ▽児童生徒の安全確保 
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   ・子ども安全・安心活動支援事業           １，２００千円 
   ・防犯対策事業（通学路照明灯整備）         ３，０００千円 
 

  ５）市民が主役のまちづくり 

     ・総合計画推進事業                       ８，３４６千円 
    （【新】政策評価委員会設置費用 １１６千円含む） 

・電子市役所整備事業（電子申請）          ６，９５０千円 
・【新】行政苦情審査会制度運営事業            ４８０千円 

   ・【新】市民活動交流事業委託                １，５３７千円 
・地域自治振興事業               １０４，６６１千円 
・男女共同参画推進事業              １４，８１１千円 
・コミュニティ会館整備支援事業            ７，５００千円 
・【新】公会堂記念館「えちぜん学・集・楽」事業      ２４４千円 
・【新】市川鉱物研究室資料調査委託             ５００千円 
・【新】参議院議員通常選挙事業            ２７，０４８千円 

  

６）その他 

  ・庁舎建設基金積立事業                １５０，８２８千円 
    ・退職手当  定年退職１２人分         ２９９，５８５千円 
                                                                以上 
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